
 

- 1 - 
 

社団法人日本建築学会 2011 年度事業計画（概要） 
 
 

                          2011 年 3 月 18 日 総会 
 

〈基本方針〉 

 2011 年度事業計画・収支予算は以下の基本方針のもとに立案した。 

１）中長期的視点に立ち、学術法人に相応しい諸活動の活性化を図るとともに財政の健

全化に努める。 

２）本会に要請される社会的役割や責務に鑑み、事業計画においては会員ニーズととも

に社会貢献活動を重視し、財政に過大な負担のかからない範囲で計画的に推進する。 

３）新規事業や制度の設置にあたっては収支均衡原則を遵守し、実施可能な計画を立て

る。 

４）既存事業や既存制度の実施においては本来の事業目的や費用対効果を総合的に評価

検証のうえ、さらなる合理化・効率化を図る。 

５）2011 年度における、特別事業に充当する運営基金の取り崩し限度額は、1,000 万円

とする。 

 2011 年度の基本方針と 2010 年度の基本方針とで大きく異なる点は第 1 項である。昨年

度は「中長期視点に立ち、学術法人に相応しい諸活動の活性化を図るとともに健全財政の

維持に努める」とあったのを「財政の健全化に努める」と改め、本会の財政状況に対する

認識を大きく転換した。その主な理由は、第一に、建築会館はこれまで学会活動に大きな

財政的支援を果たしてきたが、竣工（1982 年 11 月）から 29 年たち、賃貸収入の長期的な

下落傾向、大規模修繕費の増加等によって 2020 年ごろには赤字に転落することが予測され、

早期に対策を講ずることが必要であることが判明したことである。第二に、経済的・社会

的要因によって会員数は長期的に下落することが見込まれ、主要財源である会費収入もそ

れにともなって漸減することである。第三に、近年、講習会、出版物収入の低落傾向が著

しいことである。2011 年度の事業計画・収支予算には、現時点で実行可能な以下の財政健

全化策を盛り込んだ。 

１）従来、会館部門から支出していた「支部事務所費」を基本部門からの支出とし、会

館部門の支出を抑制すること。 

２）会館の大規模修繕に備え「会館修繕積立金」に 3,000 万円を積み立て、「会館運営積

立金」に新規敷金収入を全額積み立てるほか 2,000 万円を積み立てる。 

３）希望者に無償配布している「作品選集」「総合論文誌」の有償購読化を検討する。 

４）講習会・刊行物収入減に対する対応策を検討する。 

５）調査研究委員会の経費未消化問題と委員会予算配分の適正化を検討する。 

 

 そのほか、今期理事会が掲げている下記の行動目標に対応する事業を事業計画に掲げ、
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予算化した。 

 １）大震災に備える建築界の体制整備とアクションプラン 

   広域巨大災害と大震災に備える特別調査委員会 

 ２）まちづくり支援建築会議で地域の再生を支援する建築界等との連携の仕組みづくり 

   アンケート調査、まちづくり活動資料の収集、まちづくり展・同巡回展の開催 

 ３）地球環境問題への対処 

   地球温暖化対策アクションプラン策定特別調査委員会 

 ４）建築教育システムの国際化対応検討と継続教育を含めた建築教育システムの再構築 

   建築教育国際化特別調査委員会 

 ５）建築の魅力を社会に発信し有為な人材を招き入れる仕組みづくり 

   建築教育支援会議（仮称）の立ち上げ検討 

 ６）社会的技術・先導する戦略的研究体制の整備 

   都市・建築にかかわる社会システムの戦略検討特別調査委員会 

 ７）研究・活動成果の国際的発信機能の拡充 

   論文集の SCI への登録申請（2011 年 3 月）後のフォロー 

 

１．諸 会 議（定款第 5 章） 

 新法人制度への対応としては、2011 年度の前半に一般社団法人への認可申請を行い、

2012 年度の開始と同時に新定款にもとづく運営を行う計画のもとに、代議員定数の変更、

各種規程類の整備を進める。また一般社団法人へ移行したあと公益社団法人に移行する方

策についての研究を開始する。倫理委員会では倫理綱領・行動規範の見直し、男女共同参

画推進委員会では民間企業における男女共同参画実態調査結果の分析・公表を実施する。 

２．事  業 

（１）調査研究とその振興（定款第 5 条（1）） 

 調査研究委員会の定常的活動のほか、特別研究として 9 課題、特別調査として 4 課題に

取り組む。またここ数年、調査研究関係委員会に予算未消化の委員会が見られるので、予

算配分の適正化を検討する。 

（２）研究発表会の開催（定款第 5 条（2）） 

 大会は 8 月 23 日から 25 日、早稲田大学を主会場に開催する。調査研究委員会・特別研

究委員会等が主催するシンポジウム等を 78 テーマについて実施する。 

（３）会誌・論文集および研究成果等の刊行（定款第 5 条（3）） 

 会誌「建築雑誌」の臨時増刊として刊行している「作品選集」および「総合論文誌」の

有償購読化について検討する。論文集・技術報告集ではオンラインジャーナル化の検討、

論文集の SCI への登録申請後のフォローを行い、本会の学術情報の国際的発信機能の拡充

を図る。刊行物は直営出版新刊 21 種、改定版 9 種、重版 31 種、委託出版新刊改訂版 24

種、重版約 15 種を刊行する。また、刊行物の収入減に対する対応策を検討する。 
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（４）文献・資料の収集および活用（定款第 5 条（4）） 

 AIJ デジタルライブラリー（大会研究集会資料等）、図書館デジタルアーカイブス（過去

の学会刊行物）等の収録コンテンツの拡充・公開を進める。 

（５）教育の振興および技術の指導（定款第 5 条（5）） 

 JABEE システムをもとに建築教育の国際化と相互認証システムの推進を図るほか、産学

が連携して大学院インターンシップ制度の実態把握と円滑な運用に向けた支援を行う。支

部共通事業設計競技、技術部門設計競技はそれぞれ「時を編む建築」「ロバスト性・冗長性

を向上させた建物の構造デザイン」の課題のもとに実施する。また教育支援建築会議の立

ち上げの検討を行う。 

（６）講演会・講習会・展覧会・見学会などの開催、その他広報活動（定款第 5 条（6）） 

 UIA2011 東京大会開催時に「アーキニアリング・デザイン展」を開催するほか、講習会

9 テーマ、e ラーニング講習 6 テーマ、学会賞受賞者記念講演会、建築文化週間、親と子の

都市と建築講座、全国大学・高専卒業設計展示会等を実施する。また、講習会の収入減に

対する対応策を検討する。 

（７）外部への提言ならびに助言（定款変更後の新設項目） 

 まちづくり支援建築会議は「まちづくり展」を 4 月に東京で開催した後、各地で巡回展

を実施するほか、地域の再生を支援する建築界等との連携の仕組みづくりに向けた活動を

推進する。司法支援建築会議では支部組織の検討を行う。また建築物の保存活用に対する

学会の戦略を検討する。 

（８）内外との交流（定款第 5 条（7）） 

 日本学術会議、日本工学会、建築関連団体、内外の建築関連学協会、建築関連国際機関

との連携・情報交換を行う。 

（９）業績の表彰（定款第 5 条（8）） 

 大賞、学会賞、教育賞、奨励賞、作品選奨、文化賞、卒業論文・修士論文の表彰を行う。 

（１０）建築会館の運営（定款第 5 条（9）） 

 建築会館の中長期的な経営のあり方の検討を進めるほか、建築会館のエネルギー消費量

等の現況調査を 1 年かけて実施する。 

 

３．会  員 

 学生・若手の入会勧誘パンフレットをリニューアルし、会員の増強を図る。会員の不正

行為に対応するための仕組みを設ける。 

 

４．支  部 

 定常的な活動のほか、本部支援事業として北陸支部および四国支部で「特色ある支部活

動企画」、本部災害委員会との共催で連続市民講座を実施する（開催支部未定）。また、一

般社団法人法人移行のための支部規程等の変更の検討を行う。 
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